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は　じ　め　に

　わが国では誰もが災害に巻き込まれる危険にさらされている。したがって，

一人ひとりの住民が，地域の災害に対する脆弱性を認識し，災害の歴史に学ん

で防災知識を身に着けておき，いざというときには入手した情報を正しく理解

し，適切な判断ができることが重要である。また，人的被害や建物被害などが

生じた場合，救助の方法や生活を確保する方策なども知っておく必要がある。

　また，電気，ガス，上下水道，鉄道，道路，通信などのライフラインが被災

すると，人々の生活や社会活動に大きな影響を及ぼすので，平時からライフラ

インについて理解を深めておくことも必要である。

　拙著『自然災害の発生と法制度』†では，自然災害の発生メカニズムと対策，

そして災害に関する法制度を中心に防災対策を概観したが，本書では，地域の

防災とライフラインに焦点を当てて防災対策を論じる。

　第Ⅰ部（1 ～ 9 章）では，過去の大災害を学び，地震・津波，気象，火山な

どの災害情報に関する知識を得るとともに，災害に対する国土の脆弱性や都市

防災の問題を論じる。さらに，地域の防災活動の現状，災害応急対策や防災訓

練・教育の現状を把握するとともに，重要な役割を担う市町村長の災害対処策

を論じる。

　第Ⅱ部（10 ～ 19 章）では，震災時のライフラインの被災状況などをレ

ビューしたうえで，道路，鉄道，港湾，空港，下水道，水道，電力，石油・ガス，

そして情報通信について，整備の現状や防災に関する課題を明らかにする。

2018 年 8 月

� 木下　誠也

　†　防災に関する理解をよりいっそう深めるためにも木下誠也：自然災害の発生と法制
度，コロナ社（2018.5）を併せてご一読いただきたい。
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11
近年の大災害を振り返る近年の大災害を振り返る

　本章では，わが国でこれまでに発生した歴史上の大災害を振り返るととも
に，近年の代表的な災害について，災害対応に関する問題点に注目しつつ，被
害の概要を述べる。

1 .1　歴史上の大災害

　地球上で起きる地震や火山噴火といった自然現象はさまざまな要因によりあ

る周期をもって発生する。海溝型地震は，数十年から数百年の周期で起きるこ

とが多いが，活断層型地震は，数千年から数万年の周期で起きることが多い。

火山噴火については，数百年から数千年，あるいは数万年から数十万年の間隔

で起きるものもある。

　また，地球の歴史においては，気温が上昇する時期もあれば下降する時期も

あり，自然に繰り返す気候変化のほかに，二酸化炭素の排出量増加などによる

温暖化が原因となる気候変化がある。このため，異常気象による洪水，高潮な

どの異常現象も，これまでたびたび発生している。

　繰り返し起きる自然災害については，少なくとも有史以降のものについて学

び，そこから教訓を得て，少しでも災害を減らす努力をしなければならない。

　わが国の歴史上の大災害を振り返ると，西暦 1000 年以前の著名な災害とし

て，貞
じょう

観
がん

11（869）年に発生した貞観地震が挙げられる。三陸沖を震源とした

M8.3 ～ 8.6 程度の大地震で（M：マグニチュード），大津波をもたらした。平

第Ⅰ部　地 域 の 防 災

1 近年の大災害を振り返る
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22
地震と津波の情報地震と津波の情報

　本章では，地震および津波に関する情報について解説し，津波警報・注意
報，津波情報，津波予報などが改善された経緯を述べるとともに，災害情報の
伝達手段について現状と課題を述べる。

2 .1　地 震 情 報

　気象庁は，地震発生後，地震および津波に関する情報を図 2 .1の流れに従っ

て発表している。

　緊急地震速報は，地震の発生直後に，各地への強い揺れの到達時刻や震度を

予想し，可能な限り早く知らせる情報である37）。

　平成 7（1995）年兵庫県南部地震を契機に高感度地震計が設置されるように

なって，平成 16（2004）年に緊急地震速報の一部試験運用が開始された。平

成 19（2007）年 10 月からは一部の離島を除いた国内ほぼ全域の住民を対象と

した一般提供が開始された。

　緊急地震速報には，「警報」と「予報」の 2 種類がある。「緊急地震速報（警

報）」（または単に「緊急地震速報」）は，地震波が 2 点以上の地震観測点で観

測され，最大震度 5 弱以上の揺れが予想されたときに，強い揺れが予想される

地域に対し地震動により重大な災害が起こるおそれのある旨を警告して発表す

るものである。発表する内容は，地震が発生した場所や，震度 4 以上の揺れが

予想された地域名称などである。震度 6 弱以上の揺れが予想される場合につい

ては特別警報に位置付けている。

　「緊急地震速報（予報）」は，最大震度 3 以上または M3.5 以上などと予想さ

れたときに発表するものである。発表する内容は，地震の発生時刻，地震の発

2 地震と津波の情報
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6 地域の防災活動

66
地域の防災活動地域の防災活動

　本章では，地域における防災活動に注目し，自主防災組織の法制度上の位置
付けと現状を解説するとともに，消防団・水防団について法制度上の位置付け
と課題を述べる。

6 .1　自主防災組織

　地域における住民どうしの助け合いや結び付きは，防犯や福祉，教育，環

境，さらには災害対応などさまざまな面で有効な役割を果たしてきたが，現代

の社会では，地縁，血縁によって構成されていた近隣の関係が崩壊し，地域社

会とのつながりや近隣住民との結び付きが希薄になりつつある。

　一方で，自然災害や凶悪な犯罪の多発などによる不安が高まる中，地域の住

民どうしのつながり，結び付きの必要性が再認識されるようになった。

　災害時においては，自分の身の安全を自分の努力によって確保する自助と地

域や近隣の人が互いに協力し合う共助，そして国や都道府県などの行政機関に

よる救助，援助などの公助が重要である。大規模な災害になればなるほど公助

の手が回らなくなるので，自助，共助という地域の防災力がよりいっそう重要

になる。

　住民による自主的な防災の機能は低下しつつあったが，平成 7（1995）年 1

月に発生した阪神・淡路大震災の被害を教訓に，「自分たちの地域は自分たち

で守る」という観点から自主防災組織の重要性が見直され，各地で自主防災組

織の育成が取り組まれるようになった。

　昭和 36（1961）年の『災害対策基本法』制定以降，自主防災組織の法制度

上の位置付けは，表 6 .1に示すように変化してきた120）。
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1010
ライフラインの災害ライフラインの災害

　本章では，まず，本書で扱うライフラインの意味を明確にしたうえで，近年
の代表的災害である阪神 ・淡路大震災と東日本大震災におけるライフラインの
被災状況などをレビューする。

10 .1　ライフラインとは

　ライフライン（lifeline）とは，ロングマン英英辞典で“a rope used for saving 

people in danger, especially at sea”とされており，もともと「命綱」の意味

である。それが転じて，“something which someone depends on completely”

ともされており，生命線となるものを広く意味している。

　最近わが国では，人々の生活の維持に必要不可欠な，電気・ガス・水道・通

信・交通・運輸などの社会基盤を指してライフラインということが多い。特

に，地震対策などの防災との関連で用いられる。ここでは，道路，鉄道，上下

水道，港湾・空港，電力・通信，石油・ガスといった社会基盤について，それ

らの整備・管理のための法制度を整理し，災害発生時にそれらが被災した事例

を踏まえて，ライフラインの防護・防災のあり方を論じる。

10 .2　阪神・淡路大震災におけるライフラインの被害と復旧

10 .2 .1　被 害 の 概 要

　平成 7（1995）年 1 月 17 日 5 時 46 分，淡路島北部，深さ 16 km を震源とす

第Ⅱ部　ライフライン防護

10ライフラインの災害
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16 水道

1616
水　　　　　道水　　　　　道

　本章では，水道に関する整備の経緯と現状を述べるとともに，水道の安全対
策について，耐震化，水質汚染対策などに関する現状と課題を解説する。

16 .1　水道整備の経緯と現状

16 .1 .1　水道整備の経緯

　日本の水道事業は，明治 20（1887）年に横浜で初めて近代水道が布設され

たことから始まった。横浜は，埋立地が多く井戸水が飲用に適さなかったため

水確保に強い要望があり，町会所（県庁）が明治 18（1885）年に相模川から

の給水を起工し，明治 20 年に竣工した。明治 23（1890）年に『水道条例』が

制定され，同年横浜市に移管された106），107）。

　水道条例は，『明治憲法』が発布された明治 22（1889）年 2 月より遅い明治

23（1890）年 2 月の公布だが，第 1 回帝国議会が招集された明治 23 年 11 月の

前であったため議会の協賛なしに元老院の審議と天皇裁可で成立した法律であ

る。そのため，名称がそれまでの勅令に例が見られる条例となっている108）。

　当時は，海外から持ち込まれるコレラなどの伝染病が水を介して蔓延するの

を防ぐことが喫緊の課題であり，横浜に続いて，明治 22（1889）年に函館，

明治 24（1891）年に長崎など港湾都市を中心につぎつぎと水道が整備され

た107）。

　水道条例を受けて認可された第 1 号は大阪市であった。明治 25（1892）年

に起工し明治 28（1895）年に竣工した。東京の水道は，明治になってからも

依然として玉川上水などに依存していたが，上水路の汚染や木製の樋
とい

の腐朽と
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1717
電　　　　　力電　　　　　力

　本章では，電力供給の経緯と現状を述べるとともに，電力の安全対策につい
て，地震・津波，集中豪雨・暴風雨などの対策に関する現状と課題を解説す
る。

17 .1　電力供給の歴史的経緯と電力需給の現状

17 .1 .1　電力供給の歴史的経緯

　電気の歴史は新しく，日本で最初に電灯がついたのは，東京虎ノ門工部大学

校（東京大学工学部の前身）で，初めてアーク灯が点灯したのが明治 11（1878）

年 3 月 25 日のことであり，これが電気の日の由来になっている。明治 19

（1886）年には初めての電気事業者として東京電灯会社（東京電力の前身）が

開業し，明治 20（1887）年，名古屋電灯，神戸電灯，京都電灯，大阪電灯が

相次いで設立された。その後，日本各地で中小の電力会社の設立が相次ぎ，明

治 44（1911）年，現在の電気法規のもととなった『電気事業法』が公布され

た132）。

　1920 年代には電力過剰となり，大正 12（1923）年の関東大震災を経て，電

力会社の再編が進み，東京電燈，東邦電力，大同電力，宇治川電気，日本電力

の五大電力会社にほぼ収斂
れん

していった。昭和 14（1939）年，戦時国家体制

（『国家総動員法』）となり民間の電気事業者の設備をまとめて特殊法人である

日本発送電株式会社が設立され，昭和 17（1942）年には配電統制令に基づき

電力会社は九つの配電会社（北海道，東北，北陸，関東，中部，関西，中国，

四国，九州）に統合された133）。

　戦後，GHQ により日本発送電の独占状態が問題とされて電気事業が再編さ

17 電力
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お　わ　り　に

　政府や自治体による災害対策が公助であるとすれば，地域住民が個人で行う

災害対策は自助であり，災害対策のための地域の活動や近所の住民どうしの助

け合いは，共助，互助と呼ぶことができる。

　大きな災害であればあるほど，想定外の事態が発生することもあり，行政は

手が回らなくなる。災害が起きたとき，まっさきに力を発揮するのは現場にい

る人たちである。したがって，自助や共助の防災力を高めるとともに，そのため

には，個人一人ひとりが防災意識を高め，知識を深めておくことが重要である。

　また，社会はその活動を社会基盤（インフラストラクチャー）によって支え

られている。人々の生活や社会活動を支える電気や通信，ガス，水道，そして

交通手段である鉄道，道路，港湾，空港などのライフラインは，災害や事故か

ら防護しなければならない重要な社会基盤である。平時においては，空気のよ

うに当たり前に存在し，縁の下の力持ちとして機能しているライフラインは，

その利用者である人々からあまり関心を持たれることはない。しかし，ひとた

び災害などによって機能しなくなってしまうと社会的経済的影響は甚大であ

る。そのため，ライフラインに対する人々の関心を高め，着実な整備と適切な

維持管理や防護について理解を深めることが重要である。

　本書の執筆を終えた 7 月，西日本を中心に死者が 200 人を超える大水害が発

生した。この豪雨災害は，防災インフラの整備，ライフラインの防護を含む事

前防災の重要性を再認識させるとともに，災害時の情報伝達や避難誘導の方法

などについてさまざまな問題を提起した。今後，防災・危機管理分野のさらな

る研究の深化が求められる。

　2018 年 8 月

 木下　誠也
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